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各 位 

 
上場会社名   株 式 会 社 丸 運        
（コード番号    ９０６７     東証第一部） 
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問 合 せ 先   総務部総務担当部長  藤 田   猛 
ＴＥＬ       （０３）－６８６１－３４１１ 

 

 

「丸運コーポレートガバナンス・ガイドライン」制定に関するお知らせ 

 
 
当社は、本日開催の取締役会において「丸運コーポレートガバナンス・ガイドライン」

を制定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
１．制定の目的 
  本ガイドラインはコーポレートガバナンスに対する当社の基本的方針と枠組みを定め、

企業の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資することを目的に制定いたしました。 
  なお、本ガイドラインは、上記の目的を達成すべく、取締役会の実効性のあるモニタ

リング機能・監督機能を高めるとともに、重要な業務執行の決定の一部を業務執行取締

役に委任し、迅速・果断な意思決定を可能とするため、会社法上の機関設計として「監

査等委員会設置会社」に移行することを前提としております。 
 
２．「丸運コーポレートガバナンス・ガイドライン」 
  別紙をご参照下さい。 

 
以 上  
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別紙 
 

丸運コーポレートガバナンス・ガイドライン 
 
 本ガイドラインはコーポレートガバナンスに対する当社の基本的方針と枠組み

を定め、企業の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資することを目的に制定

する。 
 
 本ガイドラインは法令及び定款に次ぐ規定であり、社内の他の規則等に優先して

適用される。 
 
 当社は第１条に掲げる経営理念に基づき、物流という社会基盤の一端を担う企業

として、企業の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、経営の監督と

執行の分離や独立社外取締役の増員による経営の監督機能の強化等に取組むこと

により、経営の仕組みの改善に努め、株主等に対する経営の透明性の向上と迅速・

果断な意思決定に資する。 
 
 当社は前項の目的を達成すべく、取締役会の実効性のあるモニタリング・監督機

能を高めるとともに、重要な業務執行の決定の一部を業務執行取締役に委任し、迅

速・果断な意思決定を可能とするため、会社法上の機関設計として「監査等委員会

設置会社」に移行する。 
 
 本ガイドラインは最終的に次期株主総会において所定の手続きが完了次第有効

となる。 
 

第 1 条（経営理念・経営計画・資本政策） 
 

[経営理念]  
（１） 当社は企業活動の目標として次の経営理念を掲げる。 
 

『丸運グループ経営理念』 
● わたしたちの信条 
・ お客さまのニーズから発想します 
・ 現場から発想します 
・ 個人と社会を尊重します 
● わたしたちの使命 

「お客さまの物流ソリューションを最高の品質と創造力で革新し社会の発展に

貢献します」 
● わたしたちの約束 
・ 公平・公正で透明な取引を実行します 
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・ ステークホルダーとの対話を尊重し共に成長します 
・ 安全品質を妥協することなく追求します 
・ 問題を直視して個人の知恵と組織の力で解決します 
・ 環境負荷の軽減に努め自然との共生をめざします 
 

[経営計画]  
（２）経営計画は持続的成長を目指す企業として経営理念の達成を図るべく定期的

に策定する。 
（３）経営計画は取締役社長以下の業務執行部門が策定し、取締役会で内容を議論

した上で決定し、適切に公表する。 
（４）経営計画策定に当たっては経営指標の目標値を定めるとともに、達成の為の

前提・プロセスを明確にする。 
（５）業務執行部門は経営計画の部門別及び全体の進捗状況を定期的に取締役会に

報告する。 
（６）経営計画未達成の場合は前提・プロセスに沿って原因を分析し、次の経営計

画に反映する。 
 

[資本政策] 
（７）当社は中長期的企業価値向上の観点から最適資本構成を考えながら、収益性

と財務基盤の健全性の両面を追求する。また、株主還元については資本政策

の一環として企業価値向上のために必要な投資を考慮しながら実行すること

を基本とする。 
 

第 2 条（ステークホルダーとの対話及び関係） 
 

（１）当社は当社の事業活動が、株主、顧客、従業員、取引先、地域社会等様々

なステークホルダーとの協働の上に成り立っていることを認識し、適切かつ

迅速な情報開示により経営の透明性の向上に努めるとともに、ステークホル

ダーとの対話の機会を設け、事業活動への理解の促進を図る。 
（２）当社はコンプライアンスの推進、安全品質の向上、環境維持を重点分野と

する CSR 活動に取り組み、誠実に業務を遂行することを通じ顧客満足度の

向上と社会に対する責任を全うし、もって信頼される企業グループを確立す

る。 
 

第 3 条（株主との対話及び関係） 
 

（１）当社は適切な情報発信に基づく企業理解の促進と株主との対話は企業の持続

的成長と中長期的な企業価値の向上に不可欠と認識し、以下の措置を講じる。 
① 株主への情報発信・対話の事務局として経営戦略・ＩＲ・広報等を担当す

る組織を新設する。 
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② 株主との対話の総括責任者は新組織を担当する役員とする。 
③ 株主総会後の株主懇談会を継続する。 

 
 

[実質的平等] 
（２）当社は株主をその有する株数に応じて実質的に平等に取り扱い、株主総会に

おける議決権をはじめとする株主の権利の行使を事実上妨げることのないよ

うに適切な対応を行う。株主総会の開催にあたっては以下の措置を講じる。 
① 招集通知の早期（株主総会開催日の３週間前目途）発送 
② 招集通知のホームページへの掲示（取締役会決議後、ただちに） 
③ 集中日を避けた株主総会の適切な日程設定 
④ 招集通知の英訳のホームページへの掲示 
⑤ 議決権の電子行使の受付 

 
[政策保有株式] 

（３）当社は事業活動による中長期的な企業価値向上のために上場株式の取得・保

有・売却をすることがある。毎年１２月に取締役会にて保有株式が目的に適合

しているか検証し対処する。保有株式に関わる議決権の行使は、議案の内容を

吟味して保有目的に沿って判断する。 
 

[関連当事者間の取引]  
（４）関連当事者間の取引については、取締役の場合、当社及び株主共同の利害に

反しないよう社内規則において取締役会の承認事項としている。株主について

は、当社の持続的成長への寄与を考慮するとともに取引基準は市場（独立当事

者間）取引基準を基本として取締役社長の決済としているが、５０百万円/月
以上の取引は取締役会の承認事項とする。 

 
[株主総会議案の反対票] 

（５）株主総会において可決されたものの、８０％未満の賛成率の会社提案議案が

あった場合は、その原因を分析し取締役会に報告する。その上で必要に応じて、

株主との対話の機会及び当社ＨＰで説明する。 
 

第 4 条（取締役会） 
 

（１）当社の取締役会は法令に定められた専決事項を含め、次に掲げる項目に関わ

る決定・モニタリング及び経営理念・経営計画の達成のための監督を行う。業

務執行部門の迅速・果断な意思決定を可能とするため、各号に記載される事項

を除き、業務執行に係る決定を取締役社長に委任する。 
① 経営の基本方針・経営計画に関する事項 
② 株主総会に関する事項 
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③ 取締役、取締役会に関する事項 
④ 株式に関する事項 
⑤ 計算書類に関する事項 
⑥ その他の重要な業務執行に関する事項（５０百万円以上の財産の取得およ

び処分、５００百万円を超えまたは重要な借入、寄付、出資、貸借、保証、

担保の供与および債務の免除、重要な人事、重要な組織の設置、変更および

廃止） 
 

[取締役会の構成]  
（２）当社の取締役会は取締役社長、独立社外取締役（２名）、執行役員を兼務す

る取締役および業務執行しない取締役によって構成される。独立社外取締役が

その経歴、出身の異なる 2 名とすることにより、取締役会の多様性を確保する。 
 

[取締役の候補者]  
（３）取締役（独立社外取締役を除く）の候補者には、本人の能力、資質、業務執

行役員時の実績に加えて、業務執行部門を越えた企業経営の全体最適の視点に

立ち、持続的成長と中長期的な企業価値の向上に貢献できる人物を選任する。 
 

[取締役のトレーニング]  
（４）取締役（独立社外取締役を除く）のトレーニングは、就任時に取締役の義務

と責任等に係る事項につき説明をする。就任後は経営の全体最適に係る議論に

参画、これを助長し、又経営の監督機能の向上に資する観点からの外部講師等

による研修を実施する。 
 

[取締役の選任議案]  
（５）取締役独立（独立社外取締役を除く）の選任にあたっては第 3 項の人物評価

に基づき取締役社長が原案を作成し、監査等委員会と協議した上で、取締役会

の決議を得て株主総会議案とする。 
 

[取締役の報酬]  
（６）取締役（監査等委員を除く）の報酬は業績の反映及び株主と価値を共有する

観点から基本報酬（月額）と全額を対象とした業績連動賞与から構成されてい

る。個別の取締役の基本報酬は、透明性を高めるため株主総会で決議される総

枠の範囲で取締役社長が監査等委員会と協議した上で、最終案を作成し取締役

会で決定する。 
 

[取締役会の評価]  
（７）経営の監督の実効性を確保するため、毎年２月に取締役会の評価を行う。質

問票等により個別の取締役の自己評価を行い、取締役会の課題を抽出し議論を

行い、取締役会にて実効性を評価する。必要に応じて外部の専門家に評価を依
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頼する。                                    
 

第 5 条（独立社外取締役） 
 

（１）独立社外取締役は、取締役会による経営の監督機能の実効性を確保するため  

株主等のステークホルダーを考慮し、業務執行部門からは独立の立場で活動す

ることにより当社経営の透明性向上に資するものとする。 
  独立社外取締役を 2 名とする。 
 

[独立社外取締役の選任議案]  
（２）独立社外取締役の候補者は取締役社長が後述する独立性を満たすことを条件

に本人の経歴・識見等から選定し、他の独立社外取締役の助言も踏まえて当該

取締役の選任議案について取締役会決議を得る。 
 

[独立性の基準]  
（３）当社の「独立性」の基準は、次のいずれにも該当しないこととする。          

① １０年前から現在までに丸運グループの取締役、使用人となったことがあ

ること 
② ５年前から現在までに丸運グループの主要な株主（１０％以上）の取締役、

使用人となったことがあること 
③ ５年前から現在までに丸運グループの主要な取引先（２％以上）の取締役、

使用人となったことがあること 
④ 前記各号のいずれかに該当する者の２親等以内であること 
⑤ 当社の独立社外取締役を８年間務めたこと 

 
[兼任状況]  

（４）独立社外取締役およびその候補者の兼任状況は、これまでどおり、株主総会

招集通知の参考書類および有価証券報告書に記載する。 
 

第 6 条（監査等委員会） 
 

[監査等委員会の構成]  
（１）監査等委員会は３名の監査等委員から構成され、過半数の２名は独立社外取

締役とする。監査室等内部組織との連携を密にし、内部統制システムの運用の

実効性を確保するため、監査等委員の互選による 1 名を常勤委員とする。また

1 名は財務・会計に関する相当程度の知見を有するものとするべく努める 
 

[監査等委員会の職務] 
（２）監査等委員会は、取締役の職務執行の監査、内部統制システムの運用状況の

確認、会計監査人の評価等を行う。常勤の監査等委員は、経営役員会その他の
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重要な会議に出席し、取締役等の業務執行状況を確認し、監査等委員会に報告

する。 
 

[監査等委員である取締役の選任議案] 
（３）監査等委員である取締役の選任にあたっては取締役社長が原案を作成し、監

査等委員会と協議しその同意を得た上で、取締役会決議を得て株主総会議案と

する。 
 

 [監査等委員の報酬]  
（４）監査等委員である取締役の報酬は、基本報酬（月額）とし、株主総会で決議

された総額の範囲内で、常勤・非常勤の区分を考慮して、監査等委員会で決定

する。 
 
（制定、改正経過） 

平成27年 11月 25日 制定 

 
 


